
（ み な し 小 売 電 気 事 業 者 部 門 別 収 支 計 算 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 七 条 み な し 小 売 電 気 事 業 者 部 門 別 収 支 計 算 規 則 （ 平 成 二 十 八 年 経 済 産 業 省 令 第 四 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 は 、 こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）
６．［ 略］ ６．［ 略］
～ ［ 略］ ～ ［ 略］
 により整理された送配電関連費用（配電需要家費用、ネットワーク販売需要家費用及び
ネットワーク一般販売費用を除く。以下このにおいて同じ。）を、直近の託送供給等約款の
認可等に当たり、旧託送料金算定規則第11条又は託送料金算定規則第11条において使用され
た基準により、販売電力量にかかわらず必要な送配電関連費用（以下この及びにおいて
「送配電関連固定費用」という。）及び販売電力量によって変動する送配電関連費用（以下こ
の及びにおいて「送配電関連可変費用」という。）に配分することにより整理し、によ
り整理された送配電非関連費用（非ネットワーク販売需要家費用及び非ネットワーク一般販
売費用を除く。以下このにおいて同じ。）を、改正法附則第18条第１項若しくは第20条第１
項による特定小売供給約款の認可、改正法附則第18条第３項の規定により同条第１項の認可
を受けたとみなされる改正法第１条の規定による改正前の法第19条第１項若しくは第４項に
よる旧供給約款の認可若しくは届出、又は旧法第19条第４項による特定小売供給約款の届出
のうち当該事業年度末前の直近のもの（以下「直近の特定小売供給約款の認可等」という。）
に当たり、小売料金算定規則第８条又は小売料金算定規則附則第２項の規定により廃止され
た一般電気事業供給約款料金算定規則（平成11年通商産業省令第105号。以下「旧小売料金
算定規則」という。）第８条において使用された基準により、販売電力量にかかわらず必要な
送配電非関連費用（以下この及びにおいて「送配電非関連固定費用」という。）及び販売
電力量によって変動する送配電非関連費用（以下この及びにおいて「送配電非関連可変
費用」という。）に配分することにより整理すること。

 により整理された送配電関連費用（配電需要家費用、ネットワーク販売需要家費用及び
ネットワーク一般販売費用を除く。以下このにおいて同じ。）を、直近の託送供給等約款の
認可等に当たり、旧託送料金算定規則第11条又は託送料金算定規則第11条において使用され
た基準により、販売電力量にかかわらず必要な送配電関連費用（以下この及びにおいて
「送配電関連固定費用」という。）及び販売電力量によって変動する送配電関連費用（以下こ
の及びにおいて「送配電関連可変費用」という。）に配分することにより整理し、によ
り整理された送配電非関連費用（非ネットワーク販売需要家費用及び非ネットワーク一般販
売費用を除く。以下このにおいて同じ。）を、改正法附則第18条第１項若しくは第20条第１
項による特定小売供給約款の認可、改正法附則第18条第３項の規定により同条第１項の認可
を受けたとみなされる改正法第１条の規定による改正前の法第19条第１項若しくは第４項に
よる旧供給約款の認可若しくは届出、又は旧法第19条第４項による特定小売供給約款の届出
のうち当該事業年度末前の直近のもの（以下「直近の特定小売供給約款の認可等」という。）
に当たり、小売料金算定規則第８条又は小売料金算定規則附則第２項の規定により廃止され
た一般電気事業供給約款料金算定規則（平成11年通商産業省令第105号。以下「旧小売料金
算定規則」という。）第８条において使用された基準により、販売電力量にかかわらず必要な
送配電非関連費用（以下この及びにおいて「送配電非関連固定費用」という。）及び販売
電力量によって変動する送配電非関連費用（以下この及びにおいて「送配電非関連可変
費用」という。）に配分することにより整理すること。

この際、原子力廃止関連仮勘定償却費、地帯間購入電源費（原子力廃止関連仮勘定償却費
に限る。）、他社購入電源費（原子力廃止関連仮勘定償却費に限る。）、地帯間販売電源料（原
子力廃止関連仮勘定償却費に相当する収益に限る。）、他社販売電源料（原子力廃止関連仮勘
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を、
送配電非関連固定費用に配分することにより整理すること。また、他社販売送電料（電源線
に係る収益を除く。）を、第２条第２項の基準により、送配電関連固定費用及び送配電関連可
変費用に配分することにより整理すること。

この際、原子力廃止関連仮勘定償却費、地帯間購入電源費（原子力廃止関連仮勘定償却費
に限る。）、他社購入電源費（原子力廃止関連仮勘定償却費に限る。）、地帯間販売電源料（原
子力廃止関連仮勘定償却費に相当する収益に限る。）及び他社販売電源料（原子力廃止関連仮
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）を、送配電非関連固定費用に配分することにより整理す
ること。また、他社販売送電料（電源線に係る収益を除く。）を、第２条第２項の基準により、
送配電関連固定費用及び送配電関連可変費用に配分することにより整理すること。

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。
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附 則

（ 施 行 期 日 ）

第 一 条 こ の 省 令 は 、 平 成 三 十 二 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 二 条 の 規 定 （ 第 二 十 八 条 の 四 を 加 え る 部 分 を 除 く 。 ） 並 び に 次 条 か ら 附 則 第 四 条 ま で 、 第 六 条 及 び 第 七 条 の 規 定 は 、 平 成 二 十 九 年 十 月

一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 原 子 力 特 定 資 産 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 二 条 第 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 電 気 事 業 会 計 規 則 （ 以 下 「 新 会 計 規 則 」 と い う 。 ） 第 二 十 八 条 の 二 の 規 定 は 、 電 気 事 業 会 計 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 二 十 五 年 経 済 産 業 省 令 第 五 十 二 号 ） の 施

行 の 日 か ら 附 則 第 一 条 た だ し 書 に 規 定 す る 規 定 の 施 行 の 日 ま で の 期 間 に 廃 止 し た 原 子 炉 （ 原 子 力 基 本 法 （ 昭 和 三 十 年 法 律 第 百 八 十 六 号 ） 第 三 条 第 四 号 に 規 定 す る 原 子 炉 を い う 。 ） に つ い て 準 用 す る 。 こ の

場 合 に お い て は 、 新 会 計 規 則 第 二 十 八 条 の 二 第 一 項 中 「 そ の 運 用 す る 原 子 炉 」 と あ る の は 「 廃 止 し た 原 子 炉 」 と 、「 を 廃 止 し よ う と す る 場 合 に お い て 」 と あ る の は 「 に つ い て 」 と 、 同 条 第 二 項 中 「 廃 止 し

よ う と す る 」 と あ る の は 「 廃 止 し た 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。

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